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人工知能（AI）や超高速通信の実用化に加え、地球温暖化対策が急務となり、新たな成

長産業が生まれようとしている。その根幹を支えるのがバッテリー（蓄電池）であり、国

家の命運を左右する極めて重要な戦略分野になってきた。 
 

スマートフォン、携帯情報端末では通信速度の更なる向上に伴い、小型・大容量のバッ

テリー開発が求められている。 
 

AI を装備し超高速通信機能を備えた、電気自動車（EV）、空中および水中ドローン、自

立型ロボット等の普及拡大には、充電時間が短く長距離走行・長時間稼働を可能とするこ

とが不可欠だ。特に、EV は「百年に一度の大変革」と指摘され、我が国経済を牽引して

きた自動車産業の生き残りの決戦場となる。EV・ドローン・自立型ロボット等の性能、製

造コストに占める割合いずれにおいても基幹部品となるのがバッテリーである。 
 

また、再生可能エネルギー分野の太陽光や風力発電では、発電量が天候に左右されるこ

とから、カーボン・ニュートラルを実現する再エネ拡大のためには、電力供給の安定化・

調整力の強化に向け、定置型の大容量バッテリーの開発が急務である。 
 

バッテリーには高性能、安全性、低価格が求められるうえ、資源の再利用可能性も期待

される。更に経済安全保障の観点からは、安定的な原材料の調達・電池素材の供給から、

資源再利用までを対象とする政府の総合戦略の立案とその強力な推進が欠かせない。 
 

新産業創生の要である次世代バッテリーの開発、市場獲得を巡っては、世界の主要国が

しのぎを削る。日本が後れをとるわけにはいかない。産業競争力、地球温暖化対策の鍵を

握るバッテリー。これを制するものが世界を制すると言っても過言では無い。 
 

そこで、自民党国会議員による「未来社会を創出する、バッテリー等の基盤産業振興議

員連盟」を設け、我が国関連産業の国際競争力の向上策を検討し、その実現を通じて、日

本経済の発展と地球温暖化対策に貢献する。                  

 以上 

 


